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はじめに

　昨年末に社会的事件として注目を集めた大手
上場企業の不祥事は、第三者委員会報告によれ
ば会社法の善管注意義務・忠実義務違反、金融
商品取引法における有価証券報告書虚偽記載な
ど多くの法律違反を犯している。
　既に金融庁と証券取引等監視委員会、検察庁
からなる合同調査に伴って、会社からは損害賠
償請求訴訟が、株主からは株主代表訴訟が提起
され、民事、刑事の両面から関与者への法的責
任の追及が始まっている。この事案は昨年末か
ら社会の耳目を集めただけでなく、国際的にも
事業展開が積極的に行われてきた企業を巡る不
祥事であるため、海外の機関投資家を始めとす
る資本市場の大きな関心事になっている。
　しかし、今や投資家を含む社会の眼は、事実
関係の把握から先に進んで、当該企業の再生計
画や国内主要株主の株主意見の在り方と、同時
に、過去に繰り返された企業不祥事の度に問わ
れてきた企業統治システムが何故、この企業に
おいて機能しなかったのかという点に関心が移
っている。
　先日、臨時株主総会が開催され、新たな経営

陣が選任されたが、当該企業を巡る再建計画の
行く末を固唾をのんで見守る市場関係者、長年
に亘って当該企業での開発や製造に携わってき
た多くの従業員の心情は想像に難くない。
　何故、こうした企業不祥事が当該企業で 20
年以上の長きに亘り隠蔽され、見過ごされてき
たのであろうか。当該企業の取締役会、監査役
会あるいは社外取締役や社外監査役が、関係法
令や社会が期待する経営執行陣への監視・監督
という職務を全うしていたとは思えない。監査
法人は企業から提供されたデータにのみ基づ
き、公正妥当な会計慣行・原則に則って会計監
査を行い、「適正意見」を出してきたとする。
しかし、世論の多くは、法に定められた範囲に
限定した専門家の見解に満足していない。彼ら
が職業的専門家である監査法人や株主総会で選
任された監査役、取締役に期待するのは、長期
的な企業価値の成長を支える、より健全な懐疑
心であり、執行への牽制機能の発揮や自浄作用
がきちんと働く企業であることへの担保であ
る。
　今回、当該事例をもって日本企業全体に共通
する企業統治実態の縮図であるかのような報道
が相次いだが、経営トップ自らが長く関与し、
限定された役員を巻き込んだ隠蔽工作が実施さ
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れてきた案件は極めて例外的な事案と考えるの
が自然であろう。安易な一般論化に伴う規制強
化が取りざたされる中、我が国企業が問われる
べきは、我が国における企業統治システムの整
備、運用状況であって、取締役による予防的措
置が適切に実施されていたか、あるいは監査役
がそれをどう監視していたかである。多くの企
業において、しっかりと責務を果たしている社
外取締役や社外監査役からは、今回の不祥事に
よって自らの職務への信頼感を貶める如き風潮
は心外であるとする意見も多く寄せられてい
る。

1　監査役制度の歴史

　監査役を巡る制度設計の変遷は、日本の企業
統治論の歴史において、非常に重要な位置を占
め、制度設計の強化を通じた企業統治の強化の
歴史でもある。
　旧商法にあっては、明治時代から監査役には
取締役の業務監査権が付与され、経営監督及び
会計監査権限を含む広い権限が与えられてきた
が、昭和 25 年改正によって、会計監査権限だ
けに権限が縮小され、業務監査権限は削除され
た。大きく監査役の権限が変化したのは昭和
49 年商法等改正以降のことであり、この年、
現在の公益社団法人日本監査役協会は発足して
いる。同年の改正では、監査役に、再度、業務
監査権限が付与された。加えて、様々な監査役
権限の強化策が講じられて、取締役会への出席
権が認められ同時に任期が 2年に伸長されるこ
とになった。昭和 56 年の改正では複数の監査
役の配置や大会社において常勤監査役設置が義
務付けられた。そして、平成 5 年の改正時に
は、大会社における 3名以上からなる監査役会
制度の導入や 1名以上の社外監査役の配置等の
制度整備に加えて、監査役任期も 3年に伸長さ

れる等、企業不祥事やグローバル経済からの要
請に応えてきたともいえる。また平成 13 年改
正では、大会社において監査役会の半数以上は
社外監査役でなければならないとされ、取締役
会への出席義務・意見陳述義務及び辞任時にお
ける意見陳述権が制定され、同時に、監査役任
期は 4 年に延長された。平成 14 年商法等改正
では、委員会等設置会社（現在の委員会設置会
社）の選択が認められ、平成 17 年には新会社
法が成立した。この改正によって、取締役会に
おける内部統制システムの構築義務が定められ
ると同時に、「定款自治」への舵が大きく切ら
れたことになる。
　新会社法では、機関設計の多様化により監査
役を設置しない会社形態が認められる一方で、
大会社の監査役には内部統制システムの基本方
針に関して相当性判断が求められることとな
り、また、買収防衛策の基本方針が定められて
いる場合には監査役の意見が求められることに
なった。従来、監査役の職務は適法性監査に限
られるとする見解が有力とされていたが、新会
社法で規定された、これらの権限を適正に行使
するためには、妥当性判断の領域に踏み込まざ
るを得ない状況が生じてきたことになる。日本
監査役協会では、従来から適法性か妥当性かと
いうことではなく、取締役の職務執行の監査と
して必要な職務を遂行していかなければならな
いとしてきた。それが会社法の規定により、一
層明らかになったものと考えている。

2　監査役を巡る今後の展望

　一連の企業統治法制の経緯を踏まえれば、日
本の監査役制度は成熟度の高い経営監視機能を
持ち、良質な企業統治を可能にする内部統制シ
ステムの構築とも相俟って、我が国の企業統治
を育んできたといえる。しかしながら、急速な
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経済のグローバル化に伴う我が国の資本市場の
一層の透明性の向上要求など、法制等に関する
多くの改善、見直しの議論が今日も継続してい
るのが現状である。
　当協会では、平成 22 年の春以降、法制審議
会会社法制部会の委員としていくつかの提言を
行ってきたが、その主な主張点は「内部統制シ
ステムの整備状況の事業報告書への記載」、「会
計監査人の選解任、報酬決定に関する決定権の
付与」及び「株主と経営執行との利害調整に係
る監査役の役割の明確化」の 3点である。1 月
末の公開草案に関する意見募集に際しては、協
会加盟会社約 5,800 社に対して、改めてアン
ケート調査を実施し、約 3,200 社から回答を得
ている。公開草案に対する論点として「社外取
締役の選任義務化」、「監査・監督委員会の創
設」、「多重代表訴訟の創設」、更に「社外役員
の要件厳格化」等に注目が集まっているが、
キャッシュアウトや子会社少数株主の保護等、
上記以外にも多くの試案が出され、社会の関心
が寄せられていることを見逃してはならない。

・「社外取締役の選任義務化」
　会員の意識調査では、社外取締役が果たす役
割に対して期待する声が多いものの、一律的な
義務化への懸念も示されている。委員会設置会
社では社外取締役の選任が義務化されているこ
とから、監査役設置会社においても、社外者に
よる第三者の眼の重要性を感じている監査役が
多いのである。更に分析を進めると、大会社
（又は有価証券報告書提出会社）においては中
小規模会社に比較して、法による社外取締役の
強制配置に対する抵抗感は少なく、また、中小
規模会社にとっては想像以上のコスト負担を強
いることになることが指摘されている。
　一方、社外取締役を選任している企業にあっ
ても、社外取締役が、取締役会に出席するだけ
の存在であり、業務監査を中心とする社外監査

役との相対比較において社外取締役への失望感
をあらわにする回答も少なくなかった。この指
摘は、今後の制度設計に大きな問題を投げかけ
ており、取締役に期待されている監督機能の実
質的な業務に係る概念の見直しを要請されてい
るように思える。

・「監査・監督委員会の創設」
　東証上場企業の 98％が採用している監査役
設置会社方式と 2％の企業が採用している委員
会設置会社との中間案ともいえる監査・監督委
員会設置会社制度は、新制度への移行を果たす
企業が何社あるかによって、適正な制度間競争
が行われているか否かという審判を受けること
になる。
　新制度の最大の特徴は、取締役会での議決権
を持つ監査委員による経営監視である。欧米の
機関投資家は日本の監査役制度が取締役会での
議決権を持たない点をとりあげ、同時に、執行
と経営監視の分離が不徹底であることによる企
業統治に関する責任の不明確さと透明性の欠如
をあげつらう。特に、執行を監督すべき取締役
会運営の改善の必要性が指摘されており、独立
取締役の活用による監督機能の強化と透明性の
確保が提案されている。
　当協会会員の意識調査においても、「社外性」
よりも、「独立性」の重要性を指摘する意見が
多く寄せられている。上場規則によるルール化
を示唆する意見もあり、今後の詳細検討を見守
りたい。もっとも、法ではないと位置付けられ
る上場規則も、上場企業にとっては、実質的に
法となんら変わるものではないことを付言して
おきたい。

・「多重代表訴訟の創設」
　本制度は、親会社の株主が、子会社の役員を
直接訴えることができるようにすることで、縮
減された親会社株主の権利の回復を図ることを
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企図している。従って、純粋持株会社形態を採
用し、従来は上場していた子会社を非上場化し
た企業グループに大きな影響を与える可能性が
高い。現行の代表訴訟においても、株主が子会
社取締役を監視し、不祥事等による責任追及が
できない訳ではないが、その直接的な権利行使
を可能とする本制度に対して経済界を中心に反
対論が強い。その理由の第一は、独立した法人
格に基づく権利行使の適正性であり、次いで、
我が国において決して少なくない濫訴への懸念
から発している。
　諸外国の事例を見ても、米国に類似の制度は
あるが、株主代表訴訟の適用には訴訟委員会で
の審査等も適用されるなど、結果的に我が国ほ
どには株主代表訴訟は多くないこと等も影響し
ている。
　当協会の意識調査が示すところでは、代表訴
訟の当事者になる監査役としての関心が高い回
答内容となっており、内部統制システムの一環
としてとらえた場合、子会社取締役への抑止効
果上、有効ではないかとする主張が一定数あ
る。
　しかし、その一方で、制度設計の詳細が不明
であることへの不安から、新たな代表訴訟制度
の導入の前に、企業グループでの「連結監査環
境の整備」が優先されるべきとの意見が主流を
占める。例えば、非公開子会社の企業情報の開
示を、従来以上に親会社の事業報告に記載する
こと等を通じて、親会社株主への情報の充実を
図ることの重要性と必要性が指摘されている。
また、昨今のグローバル展開の結果、企業グ
ループの海外進出が相次いでいるが、海外株主
からの代表訴訟提起など、多くの懸念事項が取
り除かれてはおらず、緻密な検討が求められ
る。

3　企業統治を巡る課題

　企業の意思決定における実態を無視した機関
設計論議は、その定着性や実現性において無益
である。一方、立法関係者や企業の執行、監査
役、会計監査人が常に突き付けられているの
は、資本・金融市場の潮流や世界経済の同時 
進行傾向、IT（情報技術）革命等に他ならな
い。
　我が国が今後ともグローバル経済と無縁に活
動していくことはありえない。そうした視点か
らも、企業統治に関する国際的な要請に関して
真摯に対応していくことは当然の責務でもあ
る。世界の経済環境の変化や国際的な資金移動
など、グローバル経済の流れは加速することが
あっても停滞や後退は考えられない。
　法制審議会会社法制部会では、監査役又は監
査委員に関しても重要な課題が掲げられている
ことは先に述べたとおりだが、企業統治の評価
軸は、あくまで、株主を中心とする多様な利害
関係者にとっての企業統治の質の向上という視
点からの評価でなければならない。企業統治は
執行側のためにあるのではない。それぞれの利
害関係者が会社に対し有する権利・権益が適切
に反映される形で企業経営が行われることこそ
企業統治のあるべき姿であり、監査役及び監査
委員は執行側の職務執行に対する監査を通じ
て、このあるべき企業統治の実現に大きな役割
を担っている。従って、会社法制の見直しに当
たっては、従来、監査役又は監査委員が果たし
ている経営執行者の監視機能の低下を招来する
ことがあってはならない。

　今次の会社法制論議は、此れまでの海外機関
投資家や資本市場関係者等から寄せられてきた
基本的な問題に応えているだろうか。我が国の
ルールがローカルルールであるとの指摘は余り
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に長い間の指摘であり、誤解を恐れずに言え
ば、此れまでの関係者の努力が報われていな
い。日本固有の制度が世界標準になってはいな
いことは確かであり、この溝を埋めていかない
限り、どこまでも制度論に終始し、より工夫を
すべき運用の改善に費やす努力が損なわれてし
まうことを恐れる。仮に、グローバル・スタン
ダードと称される、過半数の独立・社外役員に
よる経営監視主体の取締役会を実現させたとし
ても、それは単なる 1 つの方法論にしか過ぎ
ず、その運営こそが問われるべきものであろ
う。
　諸外国から迫られている制度改革論は、この
あたりで止め、我が国が優れた発信をしていく
ことが今こそ必要ではないかと考えている。今
次の会社法改正論議は、そうした志をもってい
るのだろうか。法制審議会会社法制部会の一委
員として、この思いを抱きながら、丁寧な議論
に参加していきたいと念ずるものである。

おわりに

　日本監査役協会は、昭和 50 年以来 10 回の改
定を重ねてきた「監査役監査基準」の浸透を図
っているが、監査役に対する不信感を払拭する
ために、度重なる企業不祥事を未然に防止する
為の工夫として、以下の項目に関して検討を加
速する必要があると考えている。
1） 　株主総会で選任された取締役（及び監査
役）への継続的な教育による企業統治の質的
向上

2） 　社外役員（監査役、取締役）候補者登録制
度の充実等を通じた企業統治基盤の整備

　監査機能の十分な発揮、言い換えれば、企業
不祥事の再発を防止するためには、2つの条件
整備が求められている。
1） 　企業集団における子会社情報開示の充実。
企業が社会的存在であることを念頭に置いた
CSR や IR に一層の努力を払うこと。成熟し
た国における良質な市民意識の高まりが企業
の健全な育成や持続的な成長には決して欠か
せない。

2） 　内部通報制度の充実と、通報者が決して不
利益を被らないことを定着させる。

　我が国は、この 10 年の間、新興国の経済発
展と米国を中心とした先進国の消費に助けられ
て多くの課題を解決してきた。このいずれもが
揺らぎ、デフレ経済からの脱却ができないま
ま、欧州の債務危機とも相俟って先行き不透明
な夏を迎えている。少なくとも、グローバル経
済にあっては、我が国資本市場への不信感を解
消する具体的な処方箋が出されなければ、
益々、海外投資家は日本脱出を図るに違いな
い。本年は、我が国のローカルルールをグロー
バルルールにするため、関係者が従来以上に発
信する年にしていく必要がある。

　こうした視点も含め、企業会計基準委員会
（ASBJ）においても、市場関係者の意見を聞
きつつ、世界に向けて大いに発信していくこと
を期待したい。


